
実定法の論理構成実定法の論理構成
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多賀谷一照多賀谷一照



構成構成構成構成

•• 法令の構造法令の構造

•• 法令の作成・改正法令の作成・改正•• 法令の作成 改正法令の作成 改正

–– 溶けこましと復元溶けこましと復元

•• 終りに終りに終りに終りに



法令の構造法令の構造法令の構造法令の構造

•• 法律の総数法律の総数
–– 約１９００約１９００

政省令政省令 約約•• 政省令政省令 約５５００約５５００

–– うち、７うち、７--８割８割 各種行政法規各種行政法規

•• 行政法規行政法規
–– 組織法組織法

•• 国家行政組織法、地方自治法国家行政組織法、地方自治法
–– 財務省設置法財務省設置法 等々等々
–– 「－を設置する」「ー室を置く」「－を設置する」「ー室を置く」

•• 行政計画法行政計画法

–– 作用法作用法
建築基準法 風俗営業等取締法建築基準法 風俗営業等取締法•• 建築基準法、風俗営業等取締法建築基準法、風俗営業等取締法

•• 食品衛生法、銃砲刀剣類取締法食品衛生法、銃砲刀剣類取締法



国家行政組織法国家行政組織法

（昭和二十三年七月十日法律第百二十号）（昭和二十三年七月十日法律第百二十号）

（行政機関の設置、廃止、任務及び所掌事務）（行政機関の設置、廃止、任務及び所掌事務）（行政機関の設置、廃止、任務及び所掌事務）（行政機関の設置、廃止、任務及び所掌事務）

第三条第三条 国の行政機関の組織は、この法律でこれを定めるものとする。国の行政機関の組織は、この法律でこれを定めるものとする。

２２ 行政組織のため置かれる国の行政機関は、省、委員会及び庁とし、その設置及び廃止は、別に法律の行政組織のため置かれる国の行政機関は、省、委員会及び庁とし、その設置及び廃止は、別に法律の

定めるところによる。定めるところによる。

３３ 省は、内閣の統轄の下に行政事務をつかさどる機関として置かれるものとし、委員会及び庁は、省に、そ省は、内閣の統轄の下に行政事務をつかさどる機関として置かれるものとし、委員会及び庁は、省に、そ

の外局として置かれるものとする。の外局として置かれるものとする。の外局として置かれるものとする。の外局として置かれるものとする。

４４ 第二項の国の行政機関として置かれるものは、別表第一にこれを掲げる。第二項の国の行政機関として置かれるものは、別表第一にこれを掲げる。

第四条第四条 前条の国の行政機関の任務及びこれを達成するため必要となる所掌事務の範囲は、別に法律でこ前条の国の行政機関の任務及びこれを達成するため必要となる所掌事務の範囲は、別に法律でこ

れを定める。れを定める。

（行政機関の長）（行政機関の長）

第五条第五条 各省の長は それぞれ各省大臣とし各省の長は それぞれ各省大臣とし 内閣法内閣法 （昭和二十二年法律第五号）にいう主任の大臣として（昭和二十二年法律第五号）にいう主任の大臣として第五条第五条 各省の長は、それぞれ各省大臣とし、各省の長は、それぞれ各省大臣とし、内閣法内閣法 （昭和二十二年法律第五号）にいう主任の大臣として、（昭和二十二年法律第五号）にいう主任の大臣として、

それぞれ行政事務を分担管理する。それぞれ行政事務を分担管理する。

２２ 各省大臣は、国務大臣の中から、内閣総理大臣がこれを命ずる。但し、内閣総理大臣が、自らこれに当各省大臣は、国務大臣の中から、内閣総理大臣がこれを命ずる。但し、内閣総理大臣が、自らこれに当

ることを妨げない。ることを妨げない。

第六条第六条 委員会の長は、委員長とし、庁の長は、長官とする。委員会の長は、委員長とし、庁の長は、長官とする。



作用法作用法作用法作用法

•• 規制規範と根拠規範規制規範と根拠規範

•• 規制規範規制規範
公害規制法 補助金適正化法公害規制法 補助金適正化法–– 公害規制法、補助金適正化法公害規制法、補助金適正化法

–– （行政法以外）（行政法以外）
•• 刑法、憲法の基本的人権規定刑法、憲法の基本的人権規定刑法、憲法の基本的人権規定刑法、憲法の基本的人権規定

•• 根拠規範根拠規範
–– 行政機関の活動根拠に関する法律行政機関の活動根拠に関する法律行政機関の活動根拠に関する法律行政機関の活動根拠に関する法律

•• 各種許可制に関する法律（資格付与を含む）各種許可制に関する法律（資格付与を含む）
•• 取締法制取締法制



規制規範規制規範規制規範規制規範

•• 実体的規制規定実体的規制規定

–– 禁止される事項の明記禁止される事項の明記

–– 要件の定義、解釈要件の定義、解釈

–– 例外として規制されない場合（但し書き）例外として規制されない場合（但し書き）

•• 罰則による規制罰則による規制

•• 行政的規制行政的規制

–– 監督処分、撤回など監督処分、撤回など監督処分、撤回など監督処分、撤回など

–– 手続的規制規定手続的規制規定



補助金適正化法補助金適正化法

第第 条（補助事業等 び間接補助事業等 遂行）条（補助事業等 び間接補助事業等 遂行）第第1111条（補助事業等及び間接補助事業等の遂行）条（補助事業等及び間接補助事業等の遂行）

①① 補助事業者等は、法令の定並びに補助金等の交付の決定の内容及び補助事業者等は、法令の定並びに補助金等の交付の決定の内容及び①① 、法 定 決定、法 定 決定

これに附した条件その他法令に基く各省各庁の処分に従い、善良な管これに附した条件その他法令に基く各省各庁の処分に従い、善良な管

理者の注意をもって補助事業等を行わなければならず、いやしくも補助理者の注意をもって補助事業等を行わなければならず、いやしくも補助

金等の他の用途への使用（略）をしてはならない。金等の他の用途への使用（略）をしてはならない。金等の他の用途 の使用（略）をしてはならない。金等の他の用途 の使用（略）をしてはならない。

②② 間接補助事業者等は、法令の定及び間接補助金等の交付又は融通の間接補助事業者等は、法令の定及び間接補助金等の交付又は融通の

目的に従い、善良な管理者の注意をもって間接補助事業等を行わなけ目的に従い、善良な管理者の注意をもって間接補助事業等を行わなけ

ればならず いやしくも間接補助金等の他の用途への使用（略）をしてはればならず いやしくも間接補助金等の他の用途への使用（略）をしてはればならず、いやしくも間接補助金等の他の用途への使用（略）をしてはればならず、いやしくも間接補助金等の他の用途への使用（略）をしては

ならない。ならない。



罰則罰則罰則罰則

•• 第第2929条条 （補助金適正化法）（補助金適正化法）

–– ①① 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受け、又は間接補助金偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受け、又は間接補助金①①
等の交付若しくは融通を受けた者は、５年以下の懲役若しくは１００万円以下等の交付若しくは融通を受けた者は、５年以下の懲役若しくは１００万円以下
の罰金に処し、又はこれを併科する。の罰金に処し、又はこれを併科する。

–– ②② 前項の場合において、情を知って交付又は融通をした者も、また同項と前項の場合において、情を知って交付又は融通をした者も、また同項と②② 前項の場合にお て、情を知 て交付又は融通をした者も、また同項と前項の場合にお て、情を知 て交付又は融通をした者も、また同項と
同様とする。同様とする。

•• 罰則罰則•• 罰則罰則

–– 基本原則基本原則

•• 刑法総則刑法総則

–– 個別の刑罰個別の刑罰

•• 刑法各論刑法各論

–– 殺人、傷害等々の自然犯殺人、傷害等々の自然犯

•• 行政作用法毎の罰則規定行政作用法毎の罰則規定



根拠規範根拠規範根拠規範根拠規範

•• 職権による行為職権による行為

–– 職権発動の要件職権発動の要件

••建築基準法建築基準法

••警察官職務執行法警察官職務執行法

••食品衛生法食品衛生法
–– 監督権限の行使監督権限の行使

•• 申請に対する応答申請に対する応答申請に対する応答申請に対する応答

–– 申請資格要件申請資格要件

審査要件審査要件–– 審査要件審査要件



建築基準法第九条建築基準法第九条建築基準法第九条建築基準法第九条

•• 特定行政庁は、特定行政庁は、建築基準法令の規定又はこの法律の規定に基づく許建築基準法令の規定又はこの法律の規定に基づく許
可に付した条件に違反した建築物又は建築物の敷地可に付した条件に違反した建築物又は建築物の敷地については、当該については、当該
建築物の建築主、当該建築物に関する工事の請負人（請負工事の下請建築物の建築主、当該建築物に関する工事の請負人（請負工事の下請
人を含む。）若しくは現場管理者又は当該建築物若しくは建築物の敷地人を含む。）若しくは現場管理者又は当該建築物若しくは建築物の敷地
の所有者、管理者若しくは占有者に対して、当該工事の施工の停止を命の所有者、管理者若しくは占有者に対して、当該工事の施工の停止を命の所有者、管理者若しくは占有者に対して、当該 事の施 の停止を命の所有者、管理者若しくは占有者に対して、当該 事の施 の停止を命
じ、又は、相当の猶予期限を付けて、じ、又は、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、当該建築物の除却、移転、改築、
増築、修繕、模様替、使用禁止増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他これらの規定又は条件、使用制限その他これらの規定又は条件
に対する違反を是正するために必要な措置をとることに対する違反を是正するために必要な措置をとることを命ずることができを命ずることができに対する違反を是正するために必要な措置をとることに対する違反を是正するために必要な措置をとることを命ずることができを命ずることができ
るる。。



•• （主体）（主体）
–– 特定行政庁は、特定行政庁は、

•• （要件）（要件）
–– 建築基準法令の規定又はこの法律の規定に基づく許可に付した条件に違反した建築物又は建築建築基準法令の規定又はこの法律の規定に基づく許可に付した条件に違反した建築物又は建築

物の敷地については、物の敷地については、

•• （相手方）（相手方）•• （相手方）（相手方）
–– 当該建築物の建築主、当該建築物に関する工事の請負人（請負工事の下請人を含む。）若しくは当該建築物の建築主、当該建築物に関する工事の請負人（請負工事の下請人を含む。）若しくは

現場管理者又は当該建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者に対して、現場管理者又は当該建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者に対して、

•• （処分）（処分）•• （処分）（処分）
–– 当該工事の施工の停止を命じ、当該工事の施工の停止を命じ、

–– 又は、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、又は、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、
使用制限その他これらの規定又は条件に対する違反を是正するために必要な措置をとることを命使用制限その他これらの規定又は条件に対する違反を是正するために必要な措置をとることを命
ずることができる。ずることができる。



不利益処分と処分基準不利益処分と処分基準不利益処分と処分基準不利益処分と処分基準
•• 処分要件処分要件

–– 法令上の要件法令上の要件

–– 行政部内で定める処分基準（ガイドライン）行政部内で定める処分基準（ガイドライン）

•• 行政手続法行政手続法第第1212条条
–– 行政庁は、処分基準を定め、かつ、これを公にしておくよう努めなければならない。行政庁は、処分基準を定め、かつ、これを公にしておくよう努めなければならない。
–– （努力義務）（努力義務）

２２ 行政庁は 処分基準を定めるに当た ては 不利益処分の性質に照らしてできる行政庁は 処分基準を定めるに当た ては 不利益処分の性質に照らしてできる–– ２２ 行政庁は、処分基準を定めるに当たっては、不利益処分の性質に照らしてできる行政庁は、処分基準を定めるに当たっては、不利益処分の性質に照らしてできる
限り具体的なものとしなければならない。限り具体的なものとしなければならない。

–– ある県での職員懲戒処分基準ある県での職員懲戒処分基準
•• １１ 飲酒運転飲酒運転

( )( ) 飲酒運転 よる事故等飲酒運転 よる事故等
１１ 飲酒運転飲酒運転

(1) (1) 飲酒運転による事故等飲酒運転による事故等
アア 酒酔い運転又は酒気帯び運転で人を死亡させ、又は傷害を負わせた教酒酔い運転又は酒気帯び運転で人を死亡させ、又は傷害を負わせた教

職員は、免職とする。職員は、免職とする。
イイ 酒酔い運転又は酒気帯び運転で物の損壊に係る交通事故を起こした教酒酔い運転又は酒気帯び運転で物の損壊に係る交通事故を起こした教

職員は、免職とする。職員は、免職とする。
ウウ ア、イ以外で酒酔い運転又は酒気帯び運転をした教職員は、免職とする。ア、イ以外で酒酔い運転又は酒気帯び運転をした教職員は、免職とする。ウウ ア、イ以外で酒酔い運転又は酒気帯び運転をした教職員は、免職とする。ア、イ以外で酒酔い運転又は酒気帯び運転をした教職員は、免職とする。
ただし、酒気帯び運転をした教職員について、一定の情状が認められるときただし、酒気帯び運転をした教職員について、一定の情状が認められるとき

は、停職とする場合がある。は、停職とする場合がある。



申請に対する応答申請に対する応答申請に対する応答申請に対する応答

•• 欠格要件の法定欠格要件の法定

–– 欠格要件に該当しない限り許可欠格要件に該当しない限り許可

•• 積極要件積極要件

–– 積極要件に該当する場合に許可（特許）積極要件に該当する場合に許可（特許）–– 積極要件に該当する場合に許可（特許）積極要件に該当する場合に許可（特許）



欠格要件欠格要件

道路運送事業法道路運送事業法

第７条第７条 国土交通大臣は、次に掲げる場合には、一般旅客自動車運送事業の許可国土交通大臣は、次に掲げる場合には、一般旅客自動車運送事業の許可

ををしてはならない。ををしてはならない。

11．許可を受けようとする者が１年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わ．許可を受けようとする者が１年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなつた日から２年を経過していない者であるとき。り、又は執行を受けることがなくなつた日から２年を経過していない者であるとき。

許 を受けようとする者が 般旅客自動車運送事業 は特定旅客自動車運送事業許 を受けようとする者が 般旅客自動車運送事業 は特定旅客自動車運送事業22．許可を受けようとする者が一般旅客自動車運送事業又は特定旅客自動車運送事業の．許可を受けようとする者が一般旅客自動車運送事業又は特定旅客自動車運送事業の

許可の取消しを受け、取消しの日から２年を経過していない者（略）であるとき。許可の取消しを受け、取消しの日から２年を経過していない者（略）であるとき。

33 許可を受けようとする者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又許可を受けようとする者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又33．許可を受けようとする者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又．許可を受けようとする者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又

は成年被後見人である場合において、その法定代理人が前２号の一に該当する者では成年被後見人である場合において、その法定代理人が前２号の一に該当する者で

あるとき。あるとき。

44．許可を受けようとする者が法人である場合において、その法人の役員が前３号のいず．許可を受けようとする者が法人である場合において、その法人の役員が前３号のいず

れかに該当する者であるとき。れかに該当する者であるとき。



積極要件積極要件積極要件積極要件

•• 免許基準免許基準
–– 第６条第６条 国土交通大臣は、一般旅客自動車運送事業の許可を国土交通大臣は、一般旅客自動車運送事業の許可を

しようとするときは、次の基準に適合するかどうかを審査して、しようとするときは、次の基準に適合するかどうかを審査して、
これをしなければならない。これをしなければならない。これをしなければならない。これをしなければならない。

•• 11．当該事業の計画が輸送の安全を確保するため適．当該事業の計画が輸送の安全を確保するため適
切なものであること。切なものであること。切なものである と。切なものである と。

•• 22．前号に掲げるもののほか、当該事業の遂行上適切．前号に掲げるもののほか、当該事業の遂行上適切
な計画を有するものであること。な計画を有するものであること。

•• 33．当該事業を自ら適確に遂行するに足る能力を有す．当該事業を自ら適確に遂行するに足る能力を有す
るものであること。るものであること。

–– 政令による具体化政令による具体化

•• 手続き規定手続き規定•• 手続き規定手続き規定



免許（許可基準）免許（許可基準）免許（許可基準）免許（許可基準）

•• 但し書き但し書き•• 但し書き但し書き
–– 例外設定例外設定
–– 補助金適正化法補助金適正化法補助金適正化法補助金適正化法

•• 第第2727条（適用除外）条（適用除外）
•• 他の法律又はこれに基づく命令若しくはこれを実施するための命令に基き他の法律又はこれに基づく命令若しくはこれを実施するための命令に基き

交付する補助金等に関しては、政令で定めるところにより、この法律の一部交付する補助金等に関しては、政令で定めるところにより、この法律の一部
を適 な が きるを適 な が きるを適用しないことができる。を適用しないことができる。

•• 定義規定による画定定義規定による画定•• 定義規定による画定定義規定による画定
–– すそ切り（一定規模以上）すそ切り（一定規模以上）



ばい煙施設ばい煙施設ばい煙施設ばい煙施設
この法律において「ばい煙発生施設」とは、工場又は事業場にこの法律において「ばい煙発生施設」とは、工場又は事業場に

設置される施設でばい煙を発生し、及び排出するもののうち、設置される施設でばい煙を発生し、及び排出するもののうち、
その施設から排出されるばい煙が大気の汚染の原因となるその施設から排出されるばい煙が大気の汚染の原因となる

もので政令で定めるものをいうもので政令で定めるものをいう。。
一ボイラー（熱風ボイラーを含み、熱源として電気又は廃熱のみ一ボイラー（熱風ボイラーを含み、熱源として電気又は廃熱のみ

を使用するものを除く ）を使用するものを除く ）を使用するものを除く。）を使用するものを除く。）
環境省令で定めるところにより算定した伝熱面積（以下単に「伝熱面積」と環境省令で定めるところにより算定した伝熱面積（以下単に「伝熱面積」と

いう。）が一〇平方メートル以上であるか、又はバーナーの燃料の燃焼いう。）が一〇平方メートル以上であるか、又はバーナーの燃料の燃焼
能力が重油換算 時間当たり五〇リ ト 以上 ある と能力が重油換算 時間当たり五〇リ ト 以上 ある と能力が重油換算一時間当たり五〇リットル以上であること。能力が重油換算一時間当たり五〇リットル以上であること。

二水性ガス又は油ガスの発生の用に供するガス発生炉及び加二水性ガス又は油ガスの発生の用に供するガス発生炉及び加
熱炉熱炉熱炉熱炉

原料として使用する石炭又はコークスの処理能力が一日当たり二〇トン以原料として使用する石炭又はコークスの処理能力が一日当たり二〇トン以
上であるか、又はバーナーの燃料の燃焼能力が重油換算一時間当た上であるか、又はバーナーの燃料の燃焼能力が重油換算一時間当た
り五〇リットル以上であること。り五〇リットル以上であること。り五〇リットル以上であること。り五〇リットル以上であること。



定義定義定義定義
（定義等）（定義等）

第二条第二条 この法律において「ばい煙」とは 次の各号に掲げる物質をいうこの法律において「ばい煙」とは 次の各号に掲げる物質をいう第二条第二条 この法律において「ばい煙」とは、次の各号に掲げる物質をいう。この法律において「ばい煙」とは、次の各号に掲げる物質をいう。

一一 燃料その他の物の燃焼に伴い発生するいおう酸化物燃料その他の物の燃焼に伴い発生するいおう酸化物

二二 燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用に伴い発生するばいじん燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用に伴い発生するばいじん

三三 物の燃焼 合成 分解その他の処理（機械的処理を除く ）に伴い発生する物質のうち カドミウム 塩素 弗化水素 鉛その他物の燃焼 合成 分解その他の処理（機械的処理を除く ）に伴い発生する物質のうち カドミウム 塩素 弗化水素 鉛その他三三 物の燃焼、合成、分解その他の処理（機械的処理を除く。）に伴い発生する物質のうち、カドミウム、塩素、弗化水素、鉛その他物の燃焼、合成、分解その他の処理（機械的処理を除く。）に伴い発生する物質のうち、カドミウム、塩素、弗化水素、鉛その他

の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質（第一号に掲げるものを除く。）で政令で定めるものの人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質（第一号に掲げるものを除く。）で政令で定めるもの

２２ この法律において「ばい煙発生施設」とは、工場又は事業場に設置される施設でばい煙を発生し、この法律において「ばい煙発生施設」とは、工場又は事業場に設置される施設でばい煙を発生し、

及び排出するもののうち、その施設から排出されるばい煙が大気の汚染の原因となるもので政令及び排出するもののうち、その施設から排出されるばい煙が大気の汚染の原因となるもので政令

で定めるものをいう。で定めるものをいう。

３３ この法律において「ばい煙処理施設」とは ばい煙発生施設において発生するばい煙を処理するこの法律において「ばい煙処理施設」とは ばい煙発生施設において発生するばい煙を処理する３３ この法律において「ばい煙処理施設」とは、ばい煙発生施設において発生するばい煙を処理するこの法律において「ばい煙処理施設」とは、ばい煙発生施設において発生するばい煙を処理する

ための施設及びこれに附属する施設をいう。ための施設及びこれに附属する施設をいう。

４４ この法律において「揮発性有機化合物」とは、大気中に排出され、又は飛散した時に気体であるこの法律において「揮発性有機化合物」とは、大気中に排出され、又は飛散した時に気体である

有機化合物（浮遊粒子状物質及びオキシダントの生成の原因とならない物質として政令で定める有機化合物（浮遊粒子状物質及びオキシダントの生成の原因とならない物質として政令で定める

物質を除く。）をいう。物質を除く。）をいう。



文中定義文中定義文中定義文中定義
（計画変更命令等）（計画変更命令等）（計画変更命令等）（計画変更命令等）

第九条第九条 都道府県知事は、第六条第一項又は前条第一項の規定による届出があつた場合に都道府県知事は、第六条第一項又は前条第一項の規定による届出があつた場合に

おいて、その届出に係るばい煙発生施設に係るばい煙量又はばい煙濃度がそのばい煙発おいて、その届出に係るばい煙発生施設に係るばい煙量又はばい煙濃度がそのばい煙発

生施設に係る排出基準（第三条第一項の排出基準（同条第三項又は第四条第一項の規定生施設に係る排出基準（第三条第一項の排出基準（同条第三項又は第四条第一項の規定

により排出基準が定められた場合にあつては、その排出基準を含む。）をいう。により排出基準が定められた場合にあつては、その排出基準を含む。）をいう。以下この章以下この章

において「排出基準」という。において「排出基準」という。）に適合しないと認めるときは、その届出を受理した日から六）に適合しないと認めるときは、その届出を受理した日から六

十日以内に限り、その届出をした者に対し、その届出に係るばい煙発生施設の構造若しく十日以内に限り、その届出をした者に対し、その届出に係るばい煙発生施設の構造若しく

は使用の方法若しくはばい煙の処理の方法に関する計画の変更（前条第 項の規定によは使用の方法若しくはばい煙の処理の方法に関する計画の変更（前条第 項の規定によは使用の方法若しくはばい煙の処理の方法に関する計画の変更（前条第一項の規定によは使用の方法若しくはばい煙の処理の方法に関する計画の変更（前条第一項の規定によ

る届出に係る計画の廃止を含む。）又は第六条第一項の規定による届出に係るばい煙発る届出に係る計画の廃止を含む。）又は第六条第一項の規定による届出に係るばい煙発

生施設の設置に関する計画の廃止を命ずることができる。生施設の設置に関する計画の廃止を命ずることができる。



審査基準（行政手続法）審査基準（行政手続法）審査基準（行政手続法）審査基準（行政手続法）

第５条第５条 行政庁は、審査基準を定めるものとする。行政庁は、審査基準を定めるものとする。

２２ 行政庁は 審査基準を定めるに当た ては 許認可等行政庁は 審査基準を定めるに当た ては 許認可等２２ 行政庁は、審査基準を定めるに当たっては、許認可等行政庁は、審査基準を定めるに当たっては、許認可等
の性質に照らしてできる限り具体的なものとしなければなの性質に照らしてできる限り具体的なものとしなければな
らないらないらない。らない。

３３ 行政庁は、行政上特別の支障があるときを除き、法令に行政庁は、行政上特別の支障があるときを除き、法令に
より申請の提出先とされている機関の事務所における備より申請の提出先とされている機関の事務所における備より申請の提出先とされている機関の事務所における備より申請の提出先とされている機関の事務所における備
付けその他の適当な方法により審査基準を公にしておか付けその他の適当な方法により審査基準を公にしておか
なければならない。なければならない。



申請電子化と申請電子化と申請電子化と申請電子化と
介在ビジネスの電子化介在ビジネスの電子化

•• 介在・代行ビジネス介在・代行ビジネス
–– 司法書士、司法書士、司法書 、司法書 、

•• 登記関係登記関係

–– 行政書士行政書士
•• 外国人関係 車両登録 建設業関係外国人関係 車両登録 建設業関係•• 外国人関係、車両登録、建設業関係外国人関係、車両登録、建設業関係

–– 社会保険労務士社会保険労務士
•• 企業の社会保険、労働保険関係の手続き企業の社会保険、労働保険関係の手続き

税理士税理士–– 税理士税理士
•• 納税申告納税申告

•• 申請業務の電子化申請業務の電子化申請業務の電子化申請業務の電子化
–– 既存「士」による電子的サービス既存「士」による電子的サービス

–– 介在ビジネスのソフト化介在ビジネスのソフト化
申請 トの提供申請 トの提供•• 申請ソフトの提供申請ソフトの提供



法法 令令 のの 作成・改作成・改 正正法法 令令 のの 作成 改作成 改



法令の作成ルール法令の作成ルール法令の作成ル ル法令の作成ル ル
章節だて章節だて

•• 本則本則
–– 章章章章

•• 節節
–– 款款

目目目目

•• 条文条文
–– 項（項（ 、、②②、、③③、、）、、）

•• 号（漢数字）号（漢数字）

•• 枝葉条文枝葉条文
条の２ 条の３条の２ 条の３–– ＊＊条の２、＊＊条の３＊＊条の２、＊＊条の３

–– 既存の条文を動かさない（地方自治法既存の条文を動かさない（地方自治法245245条以下）条以下）



法令の作成ル ル法令の作成ル ル法令の作成ルール法令の作成ルール

–– 用語に関するルール用語に関するルール

•• 「することができる」と「するものとする」「することができる」と「するものとする」する とができる」と するものとする」する とができる」と するものとする」

•• 「およびに」と「並びに」「およびに」と「並びに」
–– 単純並列単純並列

•• 「およびに」「およびに」

–– 複合並列（複合並列（22段階以上）段階以上）
•• （メタ階層）「並びに」（メタ階層）「並びに」 ←← 「およびに」「およびに」

–– 「、」「、」 の利用の利用

•• 「又は」「若しくは」「又は」「若しくは」
単純選択単純選択–– 単純選択単純選択
•• 「又は」「又は」

–– 複合選択複合選択
•• （メタ階層）（メタ階層） 「又は」「又は」 ←← 「若しくは」「若しくは」



及び及び

及び
並びに

及び

及び

○ ○ ○及び○○ ○ ○及び○○、○、○及び○○、○、○及び○



若しくはＢ
Ｂ 若しくはＢ

又は又は

若しくは
Ａ

Ａ

、○、○又は○、○、○又は○



条文見出し条文見出し条文見出し条文見出し

•• 昭和昭和2424年以前の法律年以前の法律
見出しなし（例見出しなし（例 日本国憲法）日本国憲法）–– 見出しなし（例見出しなし（例 日本国憲法）日本国憲法）

–– 法令集の出版社による独自見出し法令集の出版社による独自見出し

2424年以降年以降–– 2424年以降年以降
•• 条文単位で見出しをつける条文単位で見出しをつける



ル ルの在り方ル ルの在り方ルールの在り方ルールの在り方

•• 統一的ルール？統一的ルール？

–– 従前の法律と最近の法律従前の法律と最近の法律

•• 用語の用い方用語の用い方用語の用い方用語の用い方

–– 片仮名の用語片仮名の用語

改正法の形での法律改正法の形での法律•• 改正法の形での法律改正法の形での法律

–– 従来の用法に縛られる従来の用法に縛られる



部分修正主義部分修正主義部分修正主義部分修正主義

•• 条文の改正条文の改正
–– 条文の追加（枝葉条文）条文の追加（枝葉条文）
–– 条文の一部修正条文の一部修正

•• 官報官報
–– 部分的な修正のみ部分的な修正のみ部分的な修正のみ部分的な修正のみ
–– 原本原本

•• 官報で公布される個別の条文官報で公布される個別の条文
•• PDFPDFで提供で提供•• PDFPDFで提供で提供

•• 全体としての法典全体としての法典
民間の出版社が独自に作成民間の出版社が独自に作成–– 民間の出版社が独自に作成民間の出版社が独自に作成

–– とけこまし文とけこまし文
•• 非公式なもの非公式なもの



法令改正法令改正法令改正法令改正

点 （国会提出される政府法案）点 （国会提出される政府法案）•• 三点セット（国会提出される政府法案）三点セット（国会提出される政府法案）

–– 新旧対照表新旧対照表新 対照表新 対照表

–– 改正条文改正条文

改正の概要改正の概要–– 改正の概要改正の概要



放送法案放送法案放送法案放送法案

第七節第七節 財務及び会計財務及び会計

第三十六条の次に次の一条を加える第三十六条の次に次の一条を加える第三十六条の次に次の一条を加える。第三十六条の次に次の一条を加える。

（企業会計原則）（企業会計原則）

第三十六条の二第三十六条の二 協会の会計は、総務省令で定めるところにより、原則として協会の会計は、総務省令で定めるところにより、原則として
企業会計原則によるものとする。企業会計原則によるものとする。

第三十八条第 項中「監事」を「監査委員会」に 「二箇月」を「三箇月」に第三十八条第 項中「監事」を「監査委員会」に 「二箇月」を「三箇月」に第三十八条第一項中「監事」を「監査委員会」に、「二箇月」を「三箇月」に第三十八条第一項中「監事」を「監査委員会」に、「二箇月」を「三箇月」に
改め、同条第二項中「監事」を「監査委員会」に改める。改め、同条第二項中「監事」を「監査委員会」に改める。

第三十九条第二項中「第九条第三項」を「第九条第二項第二号及び第三第三十九条第二項中「第九条第三項」を「第九条第二項第二号及び第三第三十九条第二項中「第九条第三項」を「第九条第二項第二号及び第三第三十九条第二項中「第九条第三項」を「第九条第二項第二号及び第三
項」に改め、「ついては」の下に「、総務省令で定めるところにより」を、「区項」に改め、「ついては」の下に「、総務省令で定めるところにより」を、「区
分し、」の下に「それぞれ」を加える。分し、」の下に「それぞれ」を加える。





準用 読み換え規定準用 読み換え規定準用・読み換え規定準用・読み換え規定
•• 浄化槽法浄化槽法

–– 第四十六条の二第四十六条の二 第四十三条の二の規定は第四十六条第四項の規定による指定に第四十三条の二の規定は第四十六条第四項の規定による指定に

ついて、第四十三条の三から第四十三条の十七までの規定はついて、第四十三条の三から第四十三条の十七までの規定は指定試験機関について指定試験機関について、、

第四十三条の十八の規定は第四十五条第一項第二号の規定による指定について第四十三条の十八の規定は第四十五条第一項第二号の規定による指定について第四十三条の十八の規定は第四十五条第一項第二号の規定による指定について、第四十三条の十八の規定は第四十五条第一項第二号の規定による指定について、

第四十三条の十九から第四十三条の二十七までの規定は第四十三条の十九から第四十三条の二十七までの規定は指定講習機関について指定講習機関について準準

用する。用する。

–– この場合において、第四十三条の六の見出し中「浄化槽設備士試験委員」とあるのはこの場合において、第四十三条の六の見出し中「浄化槽設備士試験委員」とあるのは

「浄化槽管理士試験委員」と、同条第一項中「浄化槽設備士試験」とあるのは「浄化槽「浄化槽管理士試験委員」と、同条第一項中「浄化槽設備士試験」とあるのは「浄化槽

管理士試験」と、「浄化槽設備士試験委員」とあるのは「浄化槽管理士試験委員」と、第管理士試験」と、「浄化槽設備士試験委員」とあるのは「浄化槽管理士試験委員」と、第

四十三条の七第一項及び第四十三条の十四中「浄化槽設備士試験」とあるのは「浄四十三条の七第一項及び第四十三条の十四中「浄化槽設備士試験」とあるのは「浄

化槽管理士試験」と 第四十三条の十五及び第四十三条の十六第四号中「国土交通化槽管理士試験」と 第四十三条の十五及び第四十三条の十六第四号中「国土交通化槽管理士試験」と、第四十三条の十五及び第四十三条の十六第四号中「国土交通化槽管理士試験」と、第四十三条の十五及び第四十三条の十六第四号中「国土交通

大臣」とあるのは「環境大臣」と、第四十三条の十七中「浄化槽設備士試験」とあるの大臣」とあるのは「環境大臣」と、第四十三条の十七中「浄化槽設備士試験」とあるの

は「浄化槽管理士試験」とは「浄化槽管理士試験」と読み替えるほか読み替えるほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。、必要な技術的読替えは、政令で定める。は 浄化槽管理 試験」とは 浄化槽管理 試験」と読み替えるほか読み替えるほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。、必要な技術的読替えは、政令で定める。





附附 則則 抄抄

（施行期日）（施行期日）

１１ この法律は、公布の日から起算して六月をこえない範囲内において政令で定める日から施行する。ただこの法律は、公布の日から起算して六月をこえない範囲内において政令で定める日から施行する。ただ

し 第四条第四項の規定は 公布の日から施行するし 第四条第四項の規定は 公布の日から施行するし、第四条第四項の規定は、公布の日から施行する。し、第四条第四項の規定は、公布の日から施行する。

（ばい煙の排出の規制等に関する法律の廃止）（ばい煙の排出の規制等に関する法律の廃止）

２２ ばい煙の排出の規制等に関する法律（昭和三十七年法律第百四十六号。以下「旧法」という。）は、廃止ばい煙の排出の規制等に関する法律（昭和三十七年法律第百四十六号。以下「旧法」という。）は、廃止

する。する。

（経過措置）（経過措置）

３３ この法律の施行の際現に旧法第十二条の規定による実施の制限を受けている者についての第十条及この法律の施行の際現に旧法第十二条の規定による実施の制限を受けている者についての第十条及３３ この法律の施行の際現に旧法第十二条の規定による実施の制限を受けている者についての第十条及この法律の施行の際現に旧法第十二条の規定による実施の制限を受けている者についての第十条及

び第十一条の規定の適用については、第十条中「その届出を受理した日」とあるのは「旧ばい煙の排出び第十一条の規定の適用については、第十条中「その届出を受理した日」とあるのは「旧ばい煙の排出

の規制等に関する法律第八条第一項又は第十条第一項の規定による届出を受理した日」と（略）する。の規制等に関する法律第八条第一項又は第十条第一項の規定による届出を受理した日」と（略）する。

４４

５５

６６ この法律の施行の際現に旧法第二十三条第一項の規定によつて委嘱されている仲介員候補者又は同この法律の施行の際現に旧法第二十三条第一項の規定によつて委嘱されている仲介員候補者又は同

法第二十四条第一項の規定によつて指定されている仲介員は、それぞれ、第二十三条第一項の規定に法第二十四条第一項の規定によつて指定されている仲介員は、それぞれ、第二十三条第一項の規定に

よつて委嘱され、又は第二十四条第一項の規定によつて指定されたものとみなす。よつて委嘱され、又は第二十四条第一項の規定によつて指定されたものとみなす。



法令の溶け込み法令の溶け込み法令の溶け込み法令の溶け込み

•• ある時点の法令ある時点の法令 AA
–– 改正（１）改正（１）

官報に公示官報に公示•• 官報に公示官報に公示
•• 改正部分の溶けこまし改正部分の溶けこまし

•• 溶け込ました法令溶け込ました法令 BB
–– 改正（２）改正（２）

•• 官報に公示官報に公示
•• 改正部分の改正部分のBBへの溶けこましへの溶けこまし

•• 溶け込ました法令溶け込ました法令 CC
–– 改正（３）改正（３）

•• 官報に公示官報に公示官報に公示官報に公示
•• 改正部分の改正部分のCCへの溶けこましへの溶けこまし

•• 溶け込ました法令溶け込ました法令DD



復元復元復元復元

•• 現行法令現行法令DD
–– 直近の改正（３）部分を元に戻す直近の改正（３）部分を元に戻す

•• 法令法令CCの復元の復元法令法令CCの復元の復元

–– 改正（２）により、法令改正（２）により、法令CCを加工を加工

法令法令BBの復元の復元•• 法令法令BBの復元の復元

–– 改正（１）により、法令改正（１）により、法令BBを加工を加工

•• ある時点の法令ある時点の法令AAを復元を復元



法律の外延法律の外延法律の外延法律の外延

•• 地方自治体の規定地方自治体の規定

–– 条例条例

–– 規則規則

•• 法律と政省令法律と政省令

法令法令–– 法令法令

••法律と命令（政省令）法律と命令（政省令）



条例と規則条例と規則条例と規則条例と規則

•• 条例条例
–– 地方議会地方議会地方議会地方議会

•• 規則・規程規則・規程
–– 首長（知事、市長）、教育委員会、選挙管理委員会、公安委員会等首長（知事、市長）、教育委員会、選挙管理委員会、公安委員会等

•• 地方自治体の数地方自治体の数
–– 合併前合併前 約３３００約３３００

–– 合併後合併後 約１８００約１８００–– 合併後合併後 約１８００約１８００

•• 広域組合広域組合
–– 一部事務組合の規定集一部事務組合の規定集

–– 消防組合等々消防組合等々

–– 数千数千



規定集規定集規定集規定集

•• 自治体毎の規定集自治体毎の規定集

–– 紙の媒体紙の媒体

••加除式加除式

–– 電子的規定集電子的規定集

••自治体毎にホームページ等で公開自治体毎にホームページ等で公開自治体毎にホ ジ等で公開自治体毎にホ ジ等で公開

••標準化？標準化？

–– 合併と条例の見直し合併と条例の見直し合併と条例の見直し合併と条例の見直し

••複数ある自治体が一緒になった場合の、条例の見直複数ある自治体が一緒になった場合の、条例の見直
しししし



政令 省令との委任関係政令 省令との委任関係政令、省令との委任関係政令、省令との委任関係

•• 関係法令関係法令

–– 根拠法律と受任政省令根拠法律と受任政省令

••タグジャンプタグジャンプ

••対応関係のずれ対応関係のずれ

–– 規制法令との関係規制法令との関係規制法令 関係規制法令 関係

–– 条例条例

••条例で委任している場合条例で委任している場合••条例で委任している場合条例で委任している場合
–– 自治体毎の条例自治体毎の条例



法律と政省令 規則等との対応関係法律と政省令 規則等との対応関係法律と政省令、規則等との対応関係法律と政省令、規則等との対応関係

•• 通達、規則などとの関係通達、規則などとの関係

–– 全体的法令集の限界全体的法令集の限界

•• 個別分野ごと法令集個別分野ごと法令集個別分野ごと法令集個別分野ごと法令集

•• 毎年刊行毎年刊行



法令デ タベ スの更新法令デ タベ スの更新法令データベースの更新法令データベースの更新

•• 毎年の法改正毎年の法改正

–– その都度更新する必要その都度更新する必要

•• 法改正と公布時点法改正と公布時点法改正と公布時点法改正と公布時点

–– 数ヶ月後？数ヶ月後？

•• 法律改正に伴う政省令の改正法律改正に伴う政省令の改正

–– タイムラグタイムラグ



おわりにおわりに



法令の適用過程法令の適用過程法令の適用過程法令の適用過程

•• 事実の認定、申請の受理事実の認定、申請の受理

•• 関係する法令の選択関係する法令の選択

•• 関係する事例・判例の検索関係する事例・判例の検索
–– 判例・事例の検索システム判例・事例の検索システム
–– 意味検索、絞り込み作業意味検索、絞り込み作業

•• 法令等の要件該当性の審査法令等の要件該当性の審査

•• 処分の選択処分の選択



法令と改正履歴法令と改正履歴法令と改正履歴法令と改正履歴

第一条第一条 この法律は、工場及び事業場における事業活動並びに建築物等の解体等この法律は、工場及び事業場における事業活動並びに建築物等の解体等
に伴うばい煙、揮発性有機化合物及び粉じんの排出等を規制し、有害大気汚染に伴うばい煙、揮発性有機化合物及び粉じんの排出等を規制し、有害大気汚染
物質対策 実施を推進し 並びに自動車排出ガ に係る許容限度を定める と物質対策 実施を推進し 並びに自動車排出ガ に係る許容限度を定める と物質対策の実施を推進し、並びに自動車排出ガスに係る許容限度を定めること物質対策の実施を推進し、並びに自動車排出ガスに係る許容限度を定めること
等により、大気の汚染に関し、国民の健康を保護するとともに生活環境を保全し、等により、大気の汚染に関し、国民の健康を保護するとともに生活環境を保全し、
並びに大気の汚染に関して人の健康に係る被害が生じた場合における事業者並びに大気の汚染に関して人の健康に係る被害が生じた場合における事業者
の損害賠償の責任について定めることにより 被害者の保護を図ることを目的との損害賠償の責任について定めることにより 被害者の保護を図ることを目的との損害賠償の責任について定めることにより、被害者の保護を図ることを目的との損害賠償の責任について定めることにより、被害者の保護を図ることを目的と
するする

改正注記改正注記

一項一項……一部改正一部改正〔〔昭和四五年六月法律一〇八号昭和四五年六月法律一〇八号〕〕、一項、一項……一部改正・二項一部改正・二項
……削除削除〔〔昭和四五年一二月法律一三四号昭和四五年一二月法律一三四号〕〕、本条、本条……一部改正一部改正〔〔昭和四七昭和四七

年六月法律八四号・平成八年五月三二号・一六年五月五六号・一八年年六月法律八四号・平成八年五月三二号・一六年五月五六号・一八年
二月五号二月五号〕〕



法令デ タベ スと検索法令デ タベ スと検索法令データベースと検索法令データベースと検索

•• 電子政府の総合窓口と検索システム電子政府の総合窓口と検索システム

•• 民間の事業者による検索システムの提供民間の事業者による検索システムの提供

•• 検索方式検索方式
用語検索用語検索 ｄによる絞り込みｄによる絞り込み–– 用語検索用語検索 ａｎｄによる絞り込みａｎｄによる絞り込み
•• 限界限界

–– キーワード化キーワード化キ ワ ド化キ ワ ド化
•• 条文の見出し条文の見出し

•• 判例の要旨判例の要旨

–– 意味論的な絞り込みの可能性意味論的な絞り込みの可能性


